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　筆者はかって現ベルギー南部からフランスのノー
ル県にまたがる中世エノー伯領を対象とし，慣習法
文書（charte－loi，　charte　de　franchises）を主要な
史料として都市と農村の自由と自治の性格を検討し
た。エノー伯領の慣習法文書を出現の年代的分布か
らみると，1114～1247年の第1期（最盛期），
1280～1346年の第2期と分けられ，15世紀以降はき
わめて散発的となっている。これらのまとまりにつ
いて慣習法文書の性格を検討すると，森林・牧羊地
帯，開放耕地地帯，両方の農業が混在する中間地帯
における差異はみられるものの，第一期においては，
基本的には，所領民（ブルジョア）の村落行政・裁
判に関する特権がかなりの比重を占めていることが
特徴として指摘されるのに対して，第2期における
文書では，ブルジョアの特権という性格は弱く，領
主制的賦課に関する事項が主流を占めている。他方，
領主権力の側から文書の内容をみると，第1期にお
いては，バン領主の権限の保全に加えて，領邦君主
としてのエノー伯の権力確立にむけての志向がかい
まみられるのに対し，第2期においては，土地領主
の権限の保障が強く打ち出されている。本研究は，
このような全体的流れを押えた上で，中世盛期にお
いて共同体が享受した特権が後期においてどのよう
にして後退していったのか，後期における共同体の
自由とはいかなるものであったのかを検討しようと
するものである。
　ところで，慣習法文書が減少していった13世紀後
半以降，エノー地方では，慣習法文書以外に，領主
と所領民の関係を規定する史料として，判告書
（records　de　coutumes，　rapports　de　droit，　Weis－
tUmer）と首邑慣習法文書（lois　de　chef－1ieu）が現
われる。判告書は，毎年開催される所領民の全体集
会（plactium　qenerale）において，所領民によって
なされた，その共同体とメンバーに適用される慣習
についての申し立てを記録したものであり，エノー
伯領において現存する最初のものは1297年のクエー
ムのものである。首邑慣習法文書は，主として刑法
規定をもたない村落のエシュヴァンがエノー伯の首
邑であるモンスとヴァランシエンヌのエシュヴァン
に意見と調査を求め，その慣習法を母法として賦与
された法であり，したがって，法を要請した村落は
同質の法をもつこととなる。最初のものとして1321
年のジャンリの文書が伝来している。
　慣習法文書がフランス的法とされているのに対
し，判告書（WeistUmer）はドイツ的法とみなされ，
ドイツ中世後期の農村法として19世紀以来重要な
テーマとされてきた。フランスとドイツの国境地帯
のアルザス，ロレーヌ，スイス，北イタリアでは両
者が混在しており，エノー地方もそのような地域の
一っである。従ってこれらの地方は独特の農村法を
もつと言えるが，慣習法文書と判告書との系譜的関
係にっいては，ロレーヌ地方に関するEd．　Perrinの
古典的論文，アルザスに関して1982年に出されたR．
GanghoferとJ．－L．　Vonauの論文が出されてはい
るものの，体系的な研究はさほど進展していない。
現ベルギー地域に関しては，例えば，L．　Genicotは
ナミュール地方について以上の諸史料を「農村法
（droit　rural）」と総称して扱い，エノー地方に関し
てもL．Verriest以来中世後期の農村共同体の性格
を探るための史料として，包括的に利用されてきた。
しかし，中世盛期から後期にわたる共同体の自由に
関する史料の変遷の中で各史料の属性は十分整理さ
れているとは言い難い。エノー地方については，「判
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告書，首邑慣習法文書のおかげで，慣習法文書をも
たない村落の住民は，彼らの権利の承認を徐々に獲
得していった」というVerriestの意見（1916－7年）
を受け継いで，G．　Siveryは1977年に出された『中
世後期エノーにおける農業構造と農村生活』におい
て，「初期の慣習法文書・判告書・首邑慣習法文書と
年代順に並べてみると，自由の漸次的伝播」がみら
れるとするに留まっているし，最近のエノー地方の
法制史の第一人者であるJ．－M．Cauchiesも，両史
料を慣習法文書の後継史料と位置付けてはいるが，
これらの史料の継承関係は明確にされていないとい
える。
　これまで筆者がエノー地方にっいて検討したの
は，15判告書，30首邑慣習法文書であるが，中世後
期の農村共同体の自由をみていく場合，次の点が問
題となると思われる。
　まず，判告書と首邑慣習法文書とは，同質の文書
ではない。判告書は，個別村落の法であるのに対し，
後者はエノー伯領全体に適用される法という性格を
もち，16世紀に制定される全体法（Ordonnance
g6n6rale）に繋るものである。個別法と言う点につい
ては慣習法文書と判告書は近接する性格をもってい
ると言える。さらに，両文書は，その起草に際して
領主と所領民の力関係が作用しているという共通点
をもっている。すなわち，慣習法文書は，Verriestの
語を借りるならば，領主と所領民の「双務的契約」
であり，慣習法の成文化についてバン領主に対する
所領民の抵抗という面が強調されると同時に，拙著
で触れたように，そこにバン領主の村落管理のため
の統一法，さらに領邦君主の権力確立に向けての指
導力が強く働いていると考えられ，領主制的性格を
内在させている。また，判告書は，領主によって召
集された全体集会において，領主の要請によって領
主の権限を確認するためにエシュヴァンが朗諦した
ものを記録したものであり，その起草には領主の主
導力が強く作用しているが，地方で，朗講（record）
が共同体に属するメールやエシュヴァンによってな
されることから，全体集会は所領民の利益を主張す
る機会ともなる。このように，両文書においては，
所領民の同意，もしくは全体集会への出席を通して
所領民が関与していると言える。それに対し，首邑
慣習法文書には全体集会についての言及がみられ
ず，領邦権力による制定法としての性格を強く示し
ている。以上の点から見ると，慣習法文書と判告書
を個別村落の法としてまとめて検討し，その後，個
別村落の特権が領邦権力にどのように組み込まれて
いくのかを，首邑慣習法文書を通して検討する必要
があろう。従って，本報告書では，判告書について
の問題点を絞って，今後の作業の方向を示してみた
いo
　ロレーヌ地方，アルザス地方に関する上記研究に
よれば，慣習法文書と判告書の相違点として，時間
的には慣習法文書は既に12世紀に見られるのに対
し，判告書はこの時期には存在せず，13世紀におい
ても稀で，14・15世紀に激増していること，前者は
主として所領民の利益，後者は領主の利益の保全を
目的としていること，文書発給者は，前者の場合は
有力世俗領主，後者は教会領主が中心であることが
指摘されている。総じて，前者が都市的集落を，後
者は農村的集落を対象としているという印象が強
いo
　これらの他地域の先行する研究とエノー地方の場
合を比較した場合，いくつかの問題が指摘される。
まず，上記の研究では，諸慣習法文書はまとめて扱
われ，時間的変容が看過されているが，両史料を比
較する場合，両者が並存する時期（13世紀半ば以降）
を対象とする必要があると思われる。エノー地方の
場合，第1期において「都市的」集落に賦与された
のに対し，13世紀以降では村落を対象として発給さ
れ，この点について同時期に出現する判告書をもつ
集落との差異はない。また文書の内容についても，
13世紀半ばを境に慣習法文書では，共同体の行政管
理・裁判機構関係の条項が大きく脱落して自治的側
面が後退し，領主制的賦課に比重がおかれ，領主の
収益確保の手段へと変化しているのがみられる。さ
らに，この点と関連して，第2期の慣習法文書にお
いては，被賦与者の名称から特権的身分を示すbur－
gensesの語が消え，判告書におけると同様にhabi－
tants，　hommes，　le　communが使用されており，文
書の取得が特権享受と結びつくという認識がみられ
ないこと，換言すれば，両文書の性格が極めて類似
したものとなっていることが指摘される。加えて，
エノー地方では，両文書とも聖俗両領主から発給さ
れている。
　以上のように，両史料は親近をもつと言えるが，
相違点として次の点が注目される。判告書において
は，領主制的賦課（領外婚税，バナリテ等）の言及
もいくつかの集落でみられるが，もっとも比重が強
いのは，共同地（warichaix），道路・橋等の共同利
用に関するものであり，これらの管理に関する役人
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に関する詳細な規定がみられる。つまり，判告書の
対象が共同地・およびそれをめぐる共同作業にある
と推定される。さらに，共同作業と関連し問題とな
るのが，領主と所領民，所領民間の意志を確認する
ための全体集会である。全体集会に関しては，慣習
法文書においてもその役割を暗示する条項が存在す
るが，その機能についての詳細な言及はみられない。
それに対して判告書はそれ自体が全体集会を経て起
草されたものであり，全世帯主の出席が強制されて
おり，その重要性がはっきりと打ち出されている。
ここから，全体集会の性格を究明することに，この
時期の村落共同体の自由を探る一つの鍵があると思
われる。最後に，判告書・首邑慣習法文書をもつ村
落は，総じて第1期に慣習法文書が賦与されなかっ
た地域に広がっており，この点について各集落・地
域の性格と文書類型との相関関係を検討することが
必要と考えられる。
　以上の点を踏まえて，次年度の作業においては次
の点を明らかにする必要があろう。
　1．文書の内容の比較（特に共同地をめぐる領主・
　　所領民の関係）
　2．全体集会の機能とその時間的変容
　3．慣習法文書を賦与された集落と判告書および
　　首邑慣習法文書をもつ集落の性格の相違
　4．個別村落の法と領邦全体を対象とした制定法
　　との関係
